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「今後の路網整備のあり方検討会」について

• 現行の森林・林業基本計画が策定されてから４年が経過しようとしている中で、これまでの路網整備の取組の評価や課題を整理。

• 森林・林業を取り巻く情勢の変化や豪雨等による災害の激甚化等を踏まえた今後の路網整備の対応方向をとりまとめ。
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泉 清久 和歌山県農林水産部林業振興課 課長
壁村 秀水 株式会社森林環境コンサルタント 代表取締役
河野 貴之 愛媛県西予市産業部農業水産課 課長補佐
齋藤 仁志 岩手大学農学部森林科学科 准教授
酒井 秀夫 東京大学 名誉教授（座長）
鈴木 秀典 森林総合研究所森林路網研究室 室長

○第１回検討会（３月25日開催）
・路網整備の現状と課題
・意見交換

○第２回検討会（５月29 日開催（書面開催））
・論点１（長期的・広域的・総合的な路網整備計画（ビジョン）

の策定）関係
・論点２（木材の大量輸送への対応）関係

○第３回検討会（８月４日開催）
・論点３（作業システムの進展・普及への対応）関係
・論点４（災害に強い路網整備への対応）関係

○第４回検討会（10月27日開催）
・論点５（森林土木技術者への人材不足への対応）関係
・論点６（路網整備水準の適切な指標・目標のあり方）関係
・これまでの論点及び対応方向の整理

○第５回検討会（12月16日開催）
・とりまとめ

■検討会の開催状況及び論点

《参考》林内路網の現状と整備の目安

■検討委員（５０音順）

資料：林野庁業務資料
注 ：林道等には、「主として木材輸送トラックが走行する作業道」を含む。

近年の路網開設延長（単年度）は、相対的にコストの低い森林作業道が

先行し、路網の骨格となる林道の整備が遅れている状況。
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路網整備を取り巻く課題・状況の変化

• 人工林を中心に本格的な利用期を迎え、主伐による伐採面積が増加するとともに、全国各地で前線や台風等に伴う豪雨による甚大な山地

災害が発生するなど、森林・林業を取り巻く状況には変化も見られ、こうした状況の変化にも対応した路網整備の推進が必要。
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①木材輸送を巡る状況の変化

②作業システムの進展・普及

③甚大な山地災害等の増加

④森林土木技術者の減少

⑤森林空間に対するニーズの多様化

主伐による伐採面積が増加している中で、今後は大径材を含む木材が大
量に搬出、市場に出荷されることも想定され、大量の木材を効率的に輸送
する上で利用者にとって使いやすい林道の役割がますます重要。

車両系作業システムでは、緩傾斜地において従来型に加えて林内走行が
可能な車両の導入も進展。架線系作業システムでは、国産の林業機械が
活用されるとともに、従来型の架線集材システムを代替する作業システム
が開発中。

既設林道の年間の被災延長が開設延長を上回る一方で、災害時の代替路として林道が活用された
事例もみられ、地域の防災の観点からも、災害に強い林道の整備が必要。

官・民を問わず、森林土木技術者の減少により、林道事業の計画から施工、管理、災害対応に至る
まで、各段階で課題。

木材生産のみならず、森林資源の一つである森林空間を活用した森林サービス産業の創出・推進
を通じた山村振興・地方創生への寄与に期待。

■民有林林道施設の被害状況

資料：林野庁業務資料

 路面侵食、路体決壊、切土
法面の多数の崩壊が確認。

 路面排水や法面保護が維持
管理上重要との意見。

 軟弱な路盤、狭い幅員、急
勾配の改善要望。

■林道の通行状況等に関する
調査結果

■都道府県 技術系林業関係職員数（全国）

資料：林野庁業務資料

■森林土木技術者に関する現状

国、地方自治体 民間事業者（コンサルタント・
建設会社等）

 専任職員の不足
 １人あたりの業務量の

増加
 ベテラン職員、経験豊

富な中間層の職員の
不足に伴う技術継承
への懸念

 事業者の撤退等の進行
 林道事業の経験と実績を

積み重ねる機会の減少
 技術者の高齢化に伴う若

い技術者への技術継承へ
の懸念

全国の技術系林業関係職員数
のうち、51歳以上の職員が

約４割を占める

■代替路としての活用事例【令和２年７月豪雨】
■丸太末口直径別の木材供給量

資料：平成28年森林・林業基本計画

資料：林野庁業務資料

国有林林道（鹿目林道）
【熊本県】

林道渡沢鳥居峠線
（応急対策の実施状況）
【長野県】

資料：都道県等への聞き取り等に基づき作成

かなめ
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主な論点と対応方向①

【論点１】長期的・広域的・総合的な路網整備計画の策定

【対応方向】

 各都道府県において、森林資源の状況や地域の要望等を踏まえ、

整備すべき路線、優先度の高い路線等を明確にし、計画的な整備

に活用できる民有林林道整備計画を策定する。

【論点２】木材の大量輸送への対応

【対応方向】

 セミトレーラ等の大型車両が安心・安全に通行できる林道の整備

や林道・公道等の一体的な整備を進める。

 土場等林業作業用施設の設置や排水施設の機能強化などの改良に

より既設林道の活用・強靱化を重点的に進める。

 公道も含めた一体的な輸送機能の向上を図るため、都道府県、市

町村に対して、地方創生道整備推進交付金の活用の周知やコー

ディネートを図る。

 路網の維持管理に関する地方自治体の規程やマニュアルの横展

開を図る。また、森林環境譲与税による間伐等と一体となった維

持管理の優良事例等の周知を図る。

■「山村強靱化林道整備事業」の創設

公 道

暗渠工の設置
法枠工の設置

災害時の代替路としての活用

豪雨等への強靱化対策

効率的な森林施業、木材の大量輸送、山村の強靱化に
対応した林道の整備を推進

《参考》整備計画詳細図（イメージ）

＜趣旨＞
各都道府県において、森林資源の状況や林業生産に関する地域の要望等を
踏まえ、整備すべき路線、整備の優先度を明確にし、計画的に路網を整備する
ため、各都道府県知事は民有林林道整備計画を策定する。

＜計画期間＞５箇年
＜計画対象＞林道の開設（新設、改築）、改良
＜記載事項＞市町村名、路線名、自動車道区分、総延長、事業計画期間、

利用区域面積、５箇年分の事業量・森林整備量、木材の供給先、
代替路、優先順位 等
※附帯資料として、個別整備計画、整備計画詳細図を添付

■新たな民有林林道整備計画

木材の大量輸送への対応

森林整備事業の中に、新たに「山村強靱化林道整備事業」を創設し、
持続的な森林経営の実現に向けて、木材の効率的な輸送に対応し、強靱
で災害に強い幹線林道の開設・改良を推進。
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主な論点と対応方向②

【論点３】作業システムの進展・普及への対応

【対応方向】

 タワーヤーダ等大型の高性能林業機械の性能向上に対応して、伐

採現場に効率的に配置できるように、地域の状況を踏まえ、幹線

となる林道と支線・分線を適切に組み合わせて配置する。

 主伐時における伐採・搬出の際に考慮すべき最低限の事項を示し

た指針を作成し、林業経営体に周知するとともに、都道府県や市

町村が行う指導等に活用する。

 伐採旗制度に係る情報を積極的に共有し、全国的な拡がりを促す。

【論点４】災害に強い路網整備への対応

【対応方向】

 林道技術基準を改正し、新規開設路線は、河川沿いから出来る限

り離れた線形となるよう促す。

 開設から維持管理までのトータルコストを視野に入れ、開設段階

から強靱な路網整備を進める。

 災害の激甚化に対応するため、排水施設の適切な設置等により、

林道の強靱化を推進する。

 林道台帳の電子データ化・共有化の必要性を周知し、災害時に林

道が有効に活用されるよう平時から防災部局等との連携を推進す

る。また、オープンデータ化による多角的・高度な利活用を図る。

 「迂回路」と呼ぶのを改め「代替路」とし、その整備を推進する。

 活用方法
（１）林業経営体が規模拡大等にあたって必要とされる行動規範の策定の際の参考

とする。
（２）市町村森林整備計画において、本指針に即した集材等を標準的な方法として

位置付けるとともに、伐採及び伐採後の造林の届出制度の運用を通じ、実施状
況の確認・指導を強化することを検討。

■主伐時における伐採・搬出指針（案）

■林道技術基準の改正

令和２年４月１日の林道規程の改正を踏まえ、林道の施工等を実施する
ために必要な技術上の基本事項を示した林道技術基準についても、令和２
年度内に改正予定。

 主な内容
【定義】集材路とは、立木の伐採、搬出等のために、林業機械等が一時的に走行する

ことを目的として作設される仮施設をいう。
【伐採方法及び区域の設定】森林所有者の再造林に向けた意識の向上を図るとともに、

林地保全及び生物多様性保全の観点から、適切な伐採・更新方法等の決定や渓
流沿いの保護樹帯の設定、伐区の分散等を行う。

【集材路・土場の計画及び施工】
・集材路の線形は、極力等高線にあわせる。
・ヘアピンカーブは、地盤の安定した尾根部等に設置する。
・集材路・土場は渓流から距離をおいて配置する。
・集材路は、沢筋を横断する箇所を少なくなるように配置する。

【事業実施後の整理】枝条・残材の有効利用や適切な整理を図るとともに、集材路・
土場は、植栽や表土の埋め戻し等により植生の回復を促す。
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主な論点と対応方向③

【論点５】森林土木技術者の人材不足への対応

【対応方向】

 森林土木技術者に求められる地域の森林・林業全体を俯瞰する総

合的な能力向上に繋がる研修となるよう、これまでの研修等のあ

り方を再評価・検証し、森林土木技術者の人材育成の方向性を明

確にする。

 林道事業におけるＩＣＴを活用した取組をモデル的に実証しＩＣ

Ｔの効果検証や課題分析を実施するとともに、ＩＣＴ施工に関す

る基準等を整備する。

【論点６】路網整備水準の適切な指標・目標

【対応方向】

 今後の路網整備については、山地災害の激甚化・多様化や主伐に

よる伐採面積の増加といった状況を踏まえると、災害に強く木材

の大量輸送に対応した林道の開設・改良に集中的に取り組む必要

がある。

 林道延長の目標を定めるにあたっては、

①従来の林道全体のストック量だけではなく、林道の「質」の観

点（例えばセミトレーラ等が安全に通行することが可能な林道

のストック量）や

②架線集材の無人化技術や林内走行技術の向上といった作業シス

テムの進展

等を踏まえて適切な目標値を検討する。

○路網の将来の望ましい総延長 （単位：万km）

※ ＜ ＞内は10年後を目途とした延長で、上段の内数。

■現行の森林・林業基本計画（路網整備水準）

■林道分野におけるＩＣＴ活用の例と今後の可能性

測
量
・
設
計
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検

査

維
持
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測量・設計段階では、路網設計支援ソフトにより、航空レーザ計測
を活用した路線の設計、縦横断図、土工量等の算出が可能

施工段階では、ドローン測量成果や３次元データの活用、ＩＣＴ建
設機械施工により、省力化が可能
⇒今後は、ＩＣＴ施工箇所における３次元出来高管理、一連の書類
の電子化による省力化等が期待される。

自動追尾型トータルステーションを利用した
施工基面の高さ確認状況

ＩＣＴ建機に
設置されたモニター

《参考》ＩＣＴ建機の活用事例（山梨県）
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